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子育て優先度の希望と現実

（備考） 未就学児を持つ２,０００世帯の父母を対象とした、子育て家庭における支援ニーズとその背景を「少子化対策
プラスワン」の枠組にのっとった形で、把握することを目的とした調査

資料：（株）ＵＦＪ総合研究所「子育て支援策等に関する調査研究」（平成１５年）より作成。

○ 子育て中の両親とも、仕事と家事・育児などの生活時間をバランスよく持ちたいと
考える人が多いが、現実は希望どおりになっていない。

１．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に対する希望と現実

１
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資料：総務省「社会生活基本調査」（平成13年）より作成。

夫婦の生活時間

○ 男性の家事・育児・介護等の時間は女性と比べて非常に短い。

２
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育児期にある夫婦の育児，家事及び仕事時間の各国比較

○ 国際的に見ても、日本の夫の育児・家事時間は短い状況にある。

資料：OECD「Employment outlook2001」、総務省「社会生活基本調査」（平成13年）より作成。

（備考） １．５歳未満（日本は６歳未満）の子どものいる夫妻の育児、家事労働及び稼得労働時間。

２．妻はフルタイム就業者（日本は有業者）の値、夫は全体の平均値。

３．「家事」は日本以外については「Employment outlook 2001」における「その他の無償労働」、

日本については「社会生活基本調査」における「家事」、「介護・看護」及び「買い物」の合計の値

であり、日本以外の「仕事」は、「Employment outlook 2001」における「稼得労働」の値。
３



属性別のワーク・ライフ・バランスの希望と現実

＜希望＞

＜現実＞

（備考）１．「生活の中での、仕事・家事（育児）・プライベートな時間（趣味など）の優先度についておうかがいします。『現実』としての優先度と、『希望』」の優

先度について、あなたのお考えや現状に最も近いものを、１つずつお選び下さい」への回答。

２．調査対象 全国47都道府県の25～44歳の男女
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男性：独身有業
（n=1140）

○既婚者だけではなく、独身男女も仕事と生活のバランスをとりたいと考えているが、希望通りに
なっていない。特に男性で、希望と大きく離れる形で現実は仕事優先となっている。
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資料：少子化と男女共同参画に関する専門調査会「少子化と男女共同参画に関する意識調査」（平成18年）より作成。

男性：既婚有業
（n=1929）

女性：既婚有業
（n=1079）

女性：独身有業
（n=691）

４



ライフステージ別に見た回答者自身の「短時間正社員」に対する希望

（備考） 地域・年齢・性別等による一定の分布基準（国勢調査の構成比）から抽出した、 20～50歳代の男女各1,250人を対象
とした、国民各層の多様な働き方の選択に関する意識やニーズの実態、企業における多様な就業形態に関する制度の

導入状況と、今後の導入意向について把握するための調査

資料：厚生労働省「多様就業型ワークシェアリング制度導入意識調査・制度導入実態調査」（平成１６年）より作成

○ 介護や学習活動のために「短時間正社員」を希望したいとする人が男女ともに多い。
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○ 大学生・院生の就職観については男女ともに「自分の生活と仕事を両立させたい」が最も多い。
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（％）

（備考）１．サンプル数 全国の大学生・大学院生5,137人
２．「あなたの就職に対する考え方（就職観）に近いものを選んでください」に対する回答（複数回答）

資料：日本経済新聞社 「就職希望企業調査２００７年調査」より作成。

就職観



資料：内閣府「国民生活選好度調査」（平成１５年度）より作成。

○ 地域の活動などへの参加を妨げる要因は「活動する時間がないこと」が最も多い。

地域の活動などへの参加を妨げる要因
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と
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無回答

（備考）１．「ＮＰＯやボランティア、地域活動での活動に参加する際に苦労すること、または参加できない要因となる

ことはどんなことですか。あなたにとってあてはまるものに１つ○をお付け下さい。（○は１つ）」への回答

２．回答者は全国の15～79歳までの男女3,908人
７

（％）



（備考）「生涯学習」について「特にそういうことはしていない」と答えた者に（1,797人）について、その理由。（複数回答）
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○ 生涯学習をしていない理由は、男女とも「仕事や家事が忙しくて時間がない」が最も多い。

資料：内閣府大臣官房政府広報室「生涯学習に関する世論調査」（平成１７年）より作成。 ８

（％）



（備考）１．総務省「労働力調査」より作成。

２．「フルタイム労働者」とは週間就業時間が３５時間以上の就業者である。

資料：内閣府「国民生活白書」（平成１７年版） 2005年以降の数値は男女共同参画局作成。

○ ３０代、４０代男性で週６０時間以上働く人の割合が、高い水準にある。
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２．働き方の現状

フルタイム労働者に占める週６０時間以上働く人の割合

９



労働者一人平均年次有給休暇の取得率（調査産業計）

資料：厚生労働省「就労条件総合調査 時系列１３表（年、産業・企業規模、労働者１人平均年次有給休暇の取得率）」より作成。

○ 有給休暇の取得率が減少傾向にある。
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25.6% 47.2% 22.5%

3.8%

不詳

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤め（ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ）

（備考） 調査時現在、子が母と同居している場合のみ集計。

資料：厚生労働省「第一回２１世紀出生児縦断調査」（平成１３年）より作成。

○ 第一子出産を機に仕事を辞める女性が約７割。

無職 勤め（常勤）

有職 73.5%
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た者の出産半年後（現
在）の状況（n=22,914）

（n=16,852）

きょうだい数１人（本人のみ）の母の就業状況

3.2% 3.2%
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子どもの出生年別、第１子出産前後の就業経歴の構成

（備考）第１子妊娠前の就業状況と第１子１歳時の就業状況を示している。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（2005年）より作成

○ 育児休業を取得している女性は増えているが、出産前後に継続就業している
割合は増えていない。
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（備考） １．調査対象：介護を必要とする同居家族がいる30～59歳の男女

２．介護開始時に雇用経験があるものをサンプルとした。

資料：労働政策研究・研修機構「介護休業制度の利用拡大に向けて」（平成１８年）より作成。

○ 介護を機に仕事を転職、退職した雇用者は約４分の１。介護休業の取得者はごくわずか。
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○ 両立支援制度の職場への影響については、「どちらかというとプラス」と答える管理職の

方が「どちらかというとマイナス」と答える管理職よりも多い。
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0.7

3.4

1.8

0 10 20 30 40 50

仕事の進め方について職場内で見直すきっかけになった

両立支援策に対する各人の理解が深まった

利用者の仕事を引き継いだ人の能力が高まった

特に影響・効果はなかった

各人が自分のライフスタイルや働き方を見直すきっかけになった

各人が仕事に効率的に取り組むようになった

職場のマネジメントが難しくなった

職場の結束が強まった

職場で社員の間に不公平感が生じた

会社や職場に対する各人の愛着や信頼が深くなった

休業中の子育て経験により利用者が仕事の能力を高めた

利用者の職場での評価が低くなった

職場全体の生産性が上がった

利用者が職場で孤立するようになった

その他

無回答

（％）

（ｎ＝764）

26.6%

51.4%

14.0%

0.5%3.3% 4.1%

プラスの影響の方が大きかった

どちらかというとプラスの影響の方が大きかった

どちらとも言えない

どちらかというとマイナスの影響の方が大きかった

マイナスの影響の方が大きかった

無回答

（備考）１．調査対象：企業において両立支援策を利用した社員がいる部門の管理者 計7,000人
２．調査時期：2005年１月

資料：少子化と男女共同参画に関する専門調査会「管理者を対象とした両立支援策に関する意識調査」

「育児休業制度」「短時間勤務制度」の利用による 職場への影響

＜総合的影響＞

＜具体的な影響＞

３．両立支援やワーク・ライフ・バランスの仕事への影響
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＜女性：既婚就業＞ ＜男性：既婚就業＞
ワーク・ライフ・バランス実現度と仕事への意欲

15.9

25.9

14.6

16.4

11.5

44.9

42.0

49.4

41.2

26.9

32.8

27.2

30.9

35.6

42.3

6.9

19.2

6.4

5.1

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(1079)

そう思う(81)

ややそう思う(567)

あまりそう思わない(379)

まったくそう思わない(52)ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
が
と
れ
て
い
る
（
構
成
比
）

 
18.0

47.1

18.2

13.4

17.4

49.9

33.6

55.8

48.0

36.2

26.5

13.4

23.2

32.2

28.2

5.5

5.9

6.3

18.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(1929)

そう思う(119)

ややそう思う(901)

あまりそう思わない(760)

まったくそう思わない(149)ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
が
と
れ
て
い
る
（
構
成
比
）

（注１)「ワーク・ライフ・バランス実現度」：「あなたにとって、仕事と生活のバランスは、うまくとれていると思いますか」への回答。

（注２）「仕事への意欲」：「あなたは、今の仕事に目的意識を持って積極的に取り組んでいますか」への回答。

（注2）（注1）

資料：少子化と男女共同参画に関する専門調査会「少子化と男女共同参画に関する意識調査」（平成18年）より作成。

＜女性：独身就業＞

10.3

21.7

8.6

10.5

5.0

39.9

50.0

46.0

33.7

17.5

37.5

18.3

37.7

41.2

40.0

12.3

10.0

14.6

37.5

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(691)

そう思う(60)

ややそう思う(324)

あまりそう思わない(267)

まったくそう思わない(40)

ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
が
と
れ
て
い
る
（
構
成
比
）

13.9

41.5

12.3

10.6

15.5

42.6

30.5

55.2

38.0

26.2

34.2

15.9

27.7

42.6

31.1

9.3

12.2

8.9

27.2

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(1140)

そう思う(82)

ややそう思う(415)

あまりそう思わない(540)

まったくそう思わない(103)ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
が
と
れ
て
い
る
（
構
成
比
）

＜男性：独身就業＞

○既婚・独身や男女を問わず、ワーク・ライフ・バランスが図られていると感じている人の方が
仕事への意欲が高い。

そう思う ややそう思う あまりそう思わない まったくそう思わない

15
（備考）調査対象：全国47都道府県の25～44歳の男女


